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三重県防災・減災対策行動計画（案）に対する意見募集結果と対応状況 

 

１ 意見募集期間 

平成３０年２月９日（金）～平成３０年３月１２日（月） 

 

２ 周知方法 

（１）県政記者クラブへの資料提供 

（２）三重県ホームページ（三重県、三重県防災対策部、三重の情報公開）への掲

載 

（３）市町及び防災関係機関あての意見照会  

（４）防災企画・地域支援課及び三重県情報公開・個人情報総合窓口での配布 

 

３ 意見募集の結果 

（１）意見提出の方法 

郵送 ファクシミリ 電子メール 合計 

0 0 8 8 

 

（２）項目別延べ意見数（意見件数） 

項  目 意見数 

全体的な意見 1 

第１章 計画策定の背景 3 

第２章 対策上想定すべき災害の様相 2 

第３章  「新地震・津波対策行動計画」および「新風水害対

策行動計画」における取組の検証と結果 
4 

第４章 検証結果から見えてきた課題 2 

第５章 計画の基本的な考え方 1 

第６章 計画の基本事項  0 

第７章 課題解決に向けた重点的取組 10 

第８章 行動計画 7 

その他 3 

合  計 33 
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４ 意見に対する対応 

（１）対応状況 

項  目 意見数 

① 文章の修正、記述の追加等により、計画に反映するもの 7 

② 既に計画に反映しているもの 5 

③ 今後の施策や事業の実施において検討・対応するもの 10 

④ 何らかの理由で、計画案に反映することが難しいもの 7 

⑤ その他（質問、感想、個別事案、他制度への意見等） 4 

合  計 33 

 

（２）意見とその対応 

（全体的な意見） 

 意見概要 対応 

１ 要援護者、災害時要援護者は、旧用語

であるため、直せる範囲で避難行動要支

援者に変更すべきではないか。 

② 津波等の避難時に支援を必要とする方を

「避難行動要支援者」、避難所生活等で配慮

を必要とする方を「要配慮者」と記述しま

した。 

 

（第１章 計画策定の背景） 

 意見概要 対応 

２ 平成 29年台風第 21号の浸水被害の中

心が中小河川の溢水となっているが、伊

勢市では勢田川に排水できず、内水によ

る被害で市街地の広域が浸水している

ため、中小河川の治水対策と併せて、内

水対策への取組も記述してはどうか。 

① ご意見をふまえ、内水氾濫についての記

述を追加しました。 

３ 気象庁では「状態」という表現は用い

ないため、「超大型の強い勢力」で日本

列島に上陸・・・ と修正すべき。 

① ご意見をふまえ、修正しました。 

４ 台風第 21号の上陸地点は気象庁によ

るその後の精査で、静岡県掛川市付近に

変更しているので、修正されたい。 

① ご意見をふまえ、修正しました。 

 

 

 

 



3 

 

（第２章 対策上想定すべき災害の様相） 

 意見概要 対応 

５ 「上陸直前の最低気圧が・・・」とあ

るが、正しくは「上陸直前の中心気圧

が・・・」なため、修正されたい。 

① ご意見をふまえ、修正しました。 

６ 「なお、高速道路には大きな施設被害

は発生しないと予測されます。」と記載

があるが、大規模震災時においても高速

道路は損傷しないという誤解を与えて

しまう可能性があるため削除願いたい。 

① ご意見をふまえ、修正しました。 

 

（第３章  「新地震・津波対策行動計画」および「新風水害対策行動計画」にお

ける取組の検証と結果） 

 意見概要 対応 

７ 市役所など防災拠点となる施設は、地

震発生後も継続して使用できる状態が

求められる事から、非構造部材や設備な

どの耐震対策についても記載すべきで

はないか。 

④ 第３章につきましては、平成 29 年度にみ

え防災・減災センターと連携して実施した

「県内防災・減災対策現況調査」の結果概

要に基づき記載することとしているため、

原文のままの表現とさせていただきますの

で、ご理解願います。 

８ 現状では、県から市を通じ、消防団が

水門及び陸閘の閉鎖作業の委託を受け

ているが、水門閉鎖については、消防団

員の安全確保の観点から、機械的な自動

閉鎖設備の導入も視野に入れ、検討いた

だきたい。 

③ いただいたご意見を参考に、陸閘等の施

設の操作を委託している市と操作体制につ

いてご相談させていただきたいと考えま

す。 

９ 「③地域の組織力を発揮するための

人材育成・活用」のところで、「平成 29 年

度目標の 90 人を達成する見込みです」

としているところを「平成 29 年度目標

の 90 人を達成しているものの、その活

用が進んでいません」と修正すべきでは

ないか。 

④ 第３章につきましては、平成 29 年度にみ

え防災・減災センターと連携して実施した

「県内防災・減災対策現況調査」の結果概

要に基づき記載することとしているため、

原文のままの表現とさせていただきますの

で、ご理解願います。 
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 意見概要 対応 

10 避難行動要支援者名簿の策定は、平成

29 年度に県内全市町村で作成済となる

見込みとなっているが、対象となる障が

いの具合が、各市町村で異なるため、三

重県として統一したものを考えていた

だきたい。 

④ 災害対策基本法第 49 条の 10の規定によ

り、市町村長が避難行動要支援者名簿を作

成しなければならないとされています。ま

た、名簿に掲載する条件については、市町

村において判断することとされていること

から、制度上、名簿掲載条件を県が統一的

に決めることはできないこととなっていま

すので、ご理解いただきますようお願いし

ます。 

 

（第４章 検証結果から見えてきた課題） 

 意見概要 対応 

11 「福祉避難所の運営」と「社会福祉施

設の避難体制の確保」を分割してそれぞ

れで項目建てできないか。 

避難確保計画の作成については、社会

福祉施設に限ったものではなく、文教施

設や医療機関も含まれるため。また、福

祉避難所の運営については、介護職員等

の受入にも関することから、それぞれ重

要なテーマと思われるため。 

④ 本項目は、第 7章の重点的取組の６「（２）

福祉避難所の運営および要配慮者利用施設

の避難体制の確保」につなげる課題として

位置付けているため、分割せずこのままの

表現とすることをご理解ください。 

なお、ご意見をふまえ、「社会福祉施設」

については、「要配慮者利用施設」に表現を

改めました。 

12 「（９）重要施設の非構造部材の耐震

化」は学校を中心の記述となっている

が、役所、第２拠点を追記できないか。 

③ 第４章につきましては、平成 29 年度にみ

え防災・減災センターと連携して実施した

「県内防災・減災対策現況調査」の結果か

ら明らかになった課題を記載しています

が、ご指摘いただいた考え方については、

市町ＢＣＰの策定を促進する際などに参考

とさせていただきます。 

 

（第５章 計画の基本的な考え方） 

 意見概要 対応 

13 「防災の日常化」を目指す取組とし

て、「防災ノートの活用」等を始め、取

組を進めているので、そういった防災教

育の推進も加えてはいかがか。 

② 防災教育については、第 7章の重点的取

組６「（１）防災教育の推進と学校、家庭、

地域の連携」において、防災ノートの活用

をはじめとした取組を推進することとして

います。 
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（第７章 課題解決に向けた重点的取組） 

 意見概要 対応 

14 重点行動項目等で現状値が〇件、目標

値が〇件/年となっている部分があるが、

現状は〇件なのか、〇件/年なのか。 

⑤ 現状値等がこれまでの累計等の場合は

「件」、年間件数等の場合は「件/年」として

記述しています。 

15 重点行動項目の実施に伴う成果とし

て記載されているが、実績だけではな

く、今後実施する「地域防災課題解決プ

ロジェクト事業」を通じて導き出される

成果もあがっているので、書きぶりを改

めてはどうか。 

④ 「地域防災課題解決プロジェクト」につ

いては、平成 30年度から事業を実施するも

のであるため、ご指摘のとおり、現状では

「重点行動項目の実施に伴う成果」に掲載

すべき実績値はありませんが、現在掲載し

ているものは、今後、同プロジェクトを実

施していく中で、成果を確認する数値とし

て必要と考えられるものを設定しています

ので、ご理解願います。 

16 津波の広域避難についての検討は県

北部で検討されていますが、河川の最大

規模の洪水浸水想定区域図が発表され、

他地域でも広域避難の検討が必要な状

況となっていることから、河川の最大規

模の洪水浸水想定に基づく広域避難に

ついて、検討する事を記載していただき

たい。 

③ 広域避難については、第 7章の重点的取

組の５「（３）県北部海抜ゼロメートル地帯

等における市町の広域避難体制の構築」に

より、現在、風水害時の広域避難のあり方

の検討が進められていることから、まずは

ここでの成果をとりまとめ、周知すること

で、県内他地域にも参考にしていただく予

定です。 

17 地区防災計画は「手引書」があって、

地区の作成が進む訳ではなく、知識のあ

る職員が地域に何度も入ってようやく

できるものと考える。地区防災計画は地

区での話しを行う手段であり目的では

ないため、津波避難対策や洪水避難対策

の促進に、地区防災計画をつくる手引書

があるのは違和感がある。 

② ご指摘のとおり、地区防災計画を作成す

るためには、知識のある職員が地域に何度

も入り、地域と一体となって作成するべき

ものと考えます。ここに掲げる手引書は、

単なる計画のひな形集や地区防災計画の作

成マニュアルではなく、みえ防災・減災セ

ンター教員や県職員、市町職員が地域に入

り、タウンウォッチングやワークショップ

等を経て実際に地区防災計画を地域住民と

一緒に作成した後、そこで得たノウハウを

他地域でも活用できるものとしてとりまと

める予定ですので、ご理解いただきますよ

うお願いします。 
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 意見概要 対応 

18 避難の計画を立てるのであれば、避難

計画の作成とし、地区の分析、意識の高

揚、地区防災計画に基づく PDCA を作り

に行くのであれば、避難対策の項目では

無く、県民の防災活動を推進する項目の

方が適している。 

④ 「地区防災計画の作成促進」の項目は、

地区防災計画の作成を通じ、津波や洪水、

土砂災害等に対して、地域の「共助」によ

る避難体制を構築することを目的としてい

ますので、ご理解願います。 

19 台風第 21号対応では、災害救助法が

適用され、三重県が実施主体となった

が、進捗管理、資料提供、特別基準の適

用状況共有（伊勢市、玉城町間）などの

業務が行われなかった。平時の市町への

説明以外に、実災害においての災害救助

法に基づく対応のあり方について、現場

で調整できる知識、能力のある県職員を

教育し、派遣することができないか。 

③ 県においても、大規模災害発生時に市町

へ派遣し、市町長の災害マネジメントの支

援等を行う職員を養成することが必要と考

えており、災害時の現場で調整できる知識、

能力等を持つ職員の養成について、検討し

ていきたいと考えます。 

20 各項目の「成果」の「現状値」の単位

と「重点行動項目」の「現状値」や「目

標値」の単位が異なっているものが多数

あり、どちらの値で成果があったといえ

るのかが不明。例えば P102「県民による

耐震対策の促進」の「成果」では「％」

を使用しているが、「重点行動項目」の

「現状値」や「目標値」では「戸／年」

が使用されている。この表現では、「目

標は達成したが、成果は無かったと」い

う評価がされる可能性がある。このため

どちらかに統一した方が良い。 

④ 各行動項目の目標項目は、原則として「県

が何をする」という活動指標を設定してい

ますが、第７章の重点行動項目については、

重点行動項目を実施したことによる成果を

見える化するため、別途「防災に関する県

民意識調査」の結果等から得られる数値を

「重点行動項目の実施にともなう成果」と

して設定し、これを毎年度の計画の進捗状

況の検証の際に確認することとしています

ので、ご理解願います。 

21 「県北部海抜ゼロメートル地帯にお

ける市町の広域避難体制の構築」におい

て、「目標値」と「成果」がともに「１

回」となっており、これでは既に目標を

達成していることになり、取組む必要性

は無いのではないかという印象を受け

る。 

① 目標項目および成果の現状値を、「１回／

年」に改めました。 
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 意見概要 対応 

22 「防災関係機関との連携」において、

「成果」欄の「・・・連携の充実・強化

を図った回数」は具体的には何の回数か

が不明のため、明確にした方が「目標値」

との比較が容易になる。 

② 第７章の重点的取組５「（６）防災関係機

関との連携」に掲げる２つの重点行動項目

の目標項目に掲げる内容を合わせた回数と

しています。 

23 被災者の生活再建に向けた支援の項

目で触れているのが「被災者生活再建支

援法」だけになっているが、各種支援制

度の概要、事前の担当者決めなどの対策

が無いと、発災後に対応が遅れる事とな

る。研修では被災者生活再建支援法は支

援策のほんの一部で、熊本地震等の例か

ら支援策全体と現在の熊本地震の進捗

状況、個人ひとりひとりの復興を目指す

ためのスキームなど、法の説明以外に重

点を置くべきではないか。 

③ 研修のあり方については、平成 30 年度以

降に検討を行うこととしていることから、

いただいた意見については、検討の際に参

考にさせていただきます。 

 

（第８章 行動計画） 

 意見概要 対応 

24 重点行動項目等で現状値が〇件、目標

値が〇件/年となっている部分があるが、

現状は〇件なのか、〇件/年なのか。 

⑤ 現状値等がこれまでの累計等の場合は

「件」、年間件数等の場合は「件/年」として

記述しています。 

25 地区防災計画は「手引書」があって、

地区の作成が進む訳ではなく、知識のあ

る職員が地域に何度も入ってようやく

できるものと考える。地区防災計画は地

区での話しを行う手段であり目的では

ないため、津波避難対策や洪水避難対策

の促進に、地区防災計画をつくる手引書

があるのは違和感がある。 

② ご指摘のとおり、地区防災計画を作成す

るためには、知識のある職員が地域に何度

も入り、地域と一体となって作成するべき

ものと考えます。ここに掲げる手引書は、

単なる計画のひな形集や地区防災計画の作

成マニュアルではなく、みえ防災・減災セ

ンター教員や県職員、市町職員が地域に入

り、タウンウォッチングやワークショップ

等を経て実際に地区防災計画を地域住民と

一緒に作成した後、そこで得たノウハウを

他地域でも活用できるものとしてとりまと

める予定ですので、ご理解いただきますよ

うお願いします。 
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 意見概要 対応 

26 台風第 21号対応では、災害救助法が

適用され、三重県が実施主体となった

が、進捗管理、資料提供、特別基準の適

用状況共有（伊勢市、玉城町間）などの

業務が行われなかった。平時の市町への

説明以外に、実災害においての災害救助

法に基づく対応のあり方について、現場

で調整できる知識、能力のある県職員を

教育し、派遣することができないか。 

③ 県においても、大規模災害発生時に市町

へ派遣し、市町長の災害マネジメントの支

援等を行う職員を養成することが必要と考

えており、災害時の現場で調整できる知識、

能力等を持つ職員の養成について、検討し

ていきたいと考えます。 

27 多くの目標値が「件」「回」で設定さ

れており、効果があったのか検証するた

めの値としては適していない。可能な限

り、アンケート結果などの客観的な数字

を使わないと、講習会、シンポジウム等

の手法などで効果があったのか検証で

きない。 

③ ご指摘のとおり、行動項目の目標項目に

設定する活動指標では効果の検証ができな

いことから、今回の計画では、第７章に掲

げる重点行動項目について、「重点行動項目

の実施にともなう成果」を設定したところ

です。第８章の行動項目への適用について

は、今後の検討課題とさせていいただきま

す。 

28 市町が主体で実施する図上訓練に積

極的に参加し、どの様な対応を、どの様

な体制で実施しているかなど現状を把

握して欲しい。 

③ いただいたご意見をふまえ、市町の図上

訓練の現状を把握することを検討したいと

考えます。 

29 被災者の生活再建に向けた支援の項

目で触れているのが「被災者生活再建支

援法」だけになっているが、各種支援制

度の概要、事前の担当者決めなどの対策

が無いと、発災後に対応が遅れる事とな

る。研修では被災者生活再建支援法は支

援策のほんの一部で、熊本地震等の例か

ら支援策全体と現在の熊本地震の進捗

状況、個人ひとりひとりの復興を目指す

ためのスキームなど、法の説明以外に重

点を置くべきではないか。 

③ 研修のあり方については、平成 30 年度以

降に検討を行うこととしていることから、

いただいた意見については、検討の際に参

考にさせていただきます。 
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 意見概要 対応 

30 ３－（５）の「漁港施設の風水害対策

の推進」において、「大型低気圧や大型

台風等の高潮や高波等による・・・」と

あるが、気象庁では「大型低気圧」とい

う表現は用いていないため、「発達した

低気圧」もしくは「急速に発達する低気

圧」という、記述に差替えされたい。 

③ いただいたご意見をふまえ、「大型低気

圧」という表現を、「発達した低気圧」に改

めました。 

 

（その他） 

 意見概要 対応 

31 三重県健康福祉部により、援助や配慮

を必要としている障がいのある方や、病

気の人などが日常生活や災害時などで

困ったときに周囲に示し支援や理解を

求めやすくする「ヘルプカード」が発行

されたので防災計画にももりこんでも

らいたい。 

⑤ 外見からわからなくても援助や配慮を必

要としている障がいのある方や病気の方な

どの災害時の迅速で安全な避難ついては、

「ヘルプカード」を活用することにより支

援を求めやすくなると期待されることか

ら、取組の周知を図り、県民のみなさんに

認知していただけるよう普及啓発を進める

こととしていますので、ご理解願います。 

32 自閉症児及び障がい児の状況を見る

時にサポートブック（おたすけブック）

などがあるといち早くその子の症状が

わかるが、各市町村バラバラで使いにく

いものも多いため、各市町村のサポート

ブックを見直し統一化して災害時に使

えるサポートブックを作ってもらいた

い。 

⑤ 障がいのあるお子さんの支援情報を１冊

にまとめた「サポートブック」等の独自ツ

ールを作成して、関係機関で情報の共有等

に取り組んでいる市町があります。 

また、県教育委員会では、同様の趣旨で

「パーソナルカルテ」を作成し各市町にお

いて活用してもらうよう働きかけを行って

います。 

こうした取組を通じて、障がいのあるお

子さんの支援情報の共有や引継ぎを行うこ

ととしておりますので、ご理解願います。 

33 その他、文章の表現や誤字・脱字等に

対する修正意見等 

① ご意見をふまえ、修正しました。 

 


